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研究成果の概要（和文）：本研究は、統計資料や面接調査、フィールドワークから、アフリカへ移住した日本人
等の生活を記録として残すことを目的とした。1980年代以降、アフリカ人の来日が増加し、90年代から結婚等で
アフリカへ移住する人が出始めた。本研究では、彼らの経験を、困難や生活問題の側面だけでなく、人間関係や
就労/社会生活、新たな家庭の経営、子の教育など現地での生活や人生を再構築した側面にも視点をあてて記録
することに努めた。対象は主に配偶者としたが、成人した二世の子も含めた。

研究成果の概要（英文）：The immigrants from Africa to Japan have increased since the 1980s.　In 
particular, the number of the people from West Africa - Nigeria, Ghana, Cameroon, and Senegal etc. -
 has increased.　They have worked with Japanese and lived in the Japanese community. Many of them 
married the Japanese women and had children.　After 1990s, some of them returned to home with their 
wife and children.　In this study, I reported their life based on the research and the statistical 
data.

研究分野：生活科学
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１．研究開始当初の背景 
1980 年代以降の外国人に関する研究は、
労働問題、人口移動など多様な研究の蓄積
がある。しかし来日人口規模の大きな南米
日系人やアジア人が主な対象であり、アフ
リカ人に関する研究は極めて限られている。
また来日アフリカ一世を対象としたものが
中心であり、日本人配偶者や子を対象とし
た研究はみられない。 
外国人や移民関連の研究テーマは、当初
から、労働力、労働問題として論じられて
きた。現在でも、少子高齢化を支える介護
労働力や人手不足を補う研修生という名目
の労働力という枠組みで検討される場合が
多く、彼らの生活や文化をテーマとした研
究や記録の蓄積は少ない。 
日本のアフリカ人は、他の外国人と比べ
て日本人と結婚している割合が顕著に高い。
南米日系人は家族での来日が多いし、バン
グラデシュ人やパキスタン人は同時期に来
日して日本語学校や工場労働に就くなど類
似した滞日生活をたどっているものの、ア
フリカ人ほどには日本人と結婚していない。
国際結婚には、労働の側面だけではなく、
滞日生活における余暇活動などの社会生活
や人間関係などの結果という側面があり、
ここに着眼することで労働だけではなく生
活に多角的な視点を充てることができると
考えた。 
これまでも日本のアフリカ人研究を行な
ってきたが、日本人配偶者を主体として調
査したものではなかった。しかし、彼女ら
の生活経験、とくにアフリカへ移住した日
本人配偶者の視点でみなおす日本社会や、
日本人のアフリカ観には、示唆に富むもの
が多く、彼女らの生活史を記録に残す必要
があると考えた。 

 

２．研究の目的 
1980 年代半ば以降、在日アフリカ人と結
婚する日本人女性が増え始め、1990 年以降、
2000 年前後からは、子どもと共に、夫の母
国に移住する人も増加した。本研究は、こ
れらアフリカへ移住した日本人の生活の諸
相と人生を構造的に把握し記録することと、
彼らの経験を通してみえる日本社会や、日
本人のアフリカ観について考察することを
目的としている。最終的には、今後の調査
資料と合わせて、これら日本女性の生活と
人生を学術的資料として記録に残すことを
目的としている。 

 

３．研究の方法 
(1)在留外国人関連や海外在留日本人関連
などの各種の政府統計資料、文献から得ら
れる情報を整理した。在留関係の統計や、
特別集計として国籍別データを公表してい
る政府統計について、集計の特徴と偏りに
留意しつつ、経年データを整理、加工して、

動向と特徴を把握した。経年で得られるデ
ータはなるべく経年データとして整理し、
推移を観察した。 
 
(2)国内外において、関連の学術集会やイン
フォーマルな研究会などにおいて、アドバ
イスを受けたり、情報交換を行った。 
 
(3)日本人の移住先での生活および移住ま
でのプロセス、背景としての日本でのアフ
リカ移民の生活実態の把握などを目的に、
日本および現地にて、本人および配偶者、
子、キーパーソンへのヒアリング、面接調
査等を実施した。宗教別や民族別のコミュ
ニティ、集会、冠婚葬祭の場やエスニック
ビジネスなどの集住地域でのフィールドワ
ークを行った。 
 
(4)本報告では、アフリカ人、アフリカ移民
という言葉を用いたが、調査の対象者は、
日本調査は主にガーナ共和国出身者および
その他ナイジェリアやセネガルなどの西ア
フリカ地域出身者であり、現地調査はガー
ナで実施したものである。 
それぞれの文化や意識、来日経緯や母国の
社会背景、滞日生活背景には異なる点が多く、
本来は個別に検討をすすめるべきである。し
かし日本国内での動向やコミュニティでは
必ずしも区別しきれない面もあり、本研究段
階ではまずはアフリカ人という記載とした。
ただし現地調査についてはガーナと記載と
した。 
なお、現在日本に在留するアフリカ人は
（法務省.在留外国人統計.2016 年末現在「在
留外国人数」）第１位がナイジェリア2797人、
第 2 位ガーナ 2148 人であり、この 2 国から
の来日者が 80 年代のごく初期にニューカマ
ーとして来日したグループである。次いでエ
ジプト 1886 人、南アフリカ 788 人、ケニア
761 人といった、かねてから留学や商用での
交流があった地域が続いている。以下セネガ
ル 543 人、ウガンダ 531 人、カメルーン 521
人と続き、これらもナイジェリアとガーナに
続いてニューカマーとしての来日者が多か
った地域である。 

 

４．研究成果 

(1)ガーナ大学の移民研究者、アジア地域
研究者、日本留学経験者らと情報交換を行
っ た 。 ガ ー ナ 大 学 に は Center for 
Migration Studies 研究所が設置されてお
り、2016 年には Center for Asian Studies
も新たに設置された。中国を中心とするア
ジアーアフリカ間での人やモノの移動が活
発化していることを背景に、アフリカ地域
とアジア地域との研究交流に着手している。
また、現地大使館や援助機関、民間機関な
どにおいて情報交換を行った。 
Center for Migration studies(Ghana 



University)では、ガーナと交流のあるイギ
リスの移民研究機関の紹介を受け、うちい
くつかの研究機関を訪問した。ガーナ大学
移民研が現在も共同研究を継続している
SUSSEX University, School of Global 
studies では日本､アフリカ、イギリスの移
民研究について情報交換を行った。 
ロンドン市内の西アフリカ人コミュニテ
ィにおいてフィールドワークを実施した。
イギリスは西アフリカからの移民が多く、
ロンドン市内にはアフリカ人コミュニティ、
教会、モスクなどの宗教団体や、食品、送
金、衣服販売、理美容、レストランなどの
生活資材・サービスを提供するエスニック
ビジネスが多くある。アシャンテ移民のコ
ミュニティにある理美容店やアフリカンレ
ストラン、宗教団体事務所にてヒアリング
を行った。 

 

２）現地調査 

現地調査では、日本人配偶者に加えて、
二世の人たちも対象とした。日本人の母と
ガーナ人の父の間に生まれた二世のうち、
初期に移住した子らは成人前後となってい
る。日本人とアフリカ人としてのアイデン
ティティ形成、教育経験や進路など二世と
しての日本とアフリカでの生活経験、アフ
リカからみた日本人、日本社会、日本人の
アフリカ観などについて半構造化面接調査
を行った。 
詳細は、日本人配偶者の報告と合わせて
別報とするが、日本、アフリカ双方の視点
や文化をもちつつ、進学や就職を契機に、
日本かアフリカかではなく、欧米を含む広
範囲に生きる場を展開し幅広いネットワー
クを形成していた。 

 
本研究では、主に日本かアフリカで知り
合い結婚したケースを対象としてきたが、
日本やアフリカ以外の第三の地で知り合っ
たというケースもある。これまでも第三の
地という場合はあったが、留学先や職場・
組織などでの接点が主であったが、東南ア
ジアのインフォーマルな場で知り合い結婚
したという人もおり、日本人、アフリカ人
双方の国際的な移動が多様化している結果
と思われる。 
 
配偶者以外でも、ガーナに滞在する日本
人は多様化する傾向がみられる。これまで、
ガーナにいる日本人は、公的機関や大手民
間企業の派遣、日本人配偶者や子以外は、
ごく限られていた。しかし、多様な形態で
アフリカに滞在・移住する日本人が増えて
いる。企業や公的機関などの組織に属さず
に、現地で仕事や活動をする若年層の日本
人が少なからず見られるようになっている。
また、遅くとも 2000 年半ばには既に見ら
れる傾向であったが、在日アフリカ人に同

行してもらい「ビジネス」を興しに来る中
高年の日本人もいる。このような交流も日
本へのアフリカ移民との交流に端を発して
いるものである。 

 

３）日本調査 

日本での在日アフリカ人と日本人配偶者
や子への調査、宗教等の定例集会や冠婚葬
祭などの場での参与観察やフィールドワー
クを前回研究から継続して実施した。とく
に移住の背景、移住までのプロセスの理解
に重点を置いた。日本人配偶者のアフリカ
への移住は、アフリカ人配偶者の帰国志向
や、現地での就労/生活可能性、子の教育な
どが要因となっているが、滞在が長期化す
るなか、帰国/移住のタイミングを外してし
まう場合も多い。 
在留ガーナ人やナイジェリア人の場合は、
永住や日本人・永住者の配偶者等、定住者
などの在留資格をもつ割合が高い（ナイジ
ェリア 78％、ガーナ 74％）。これらの在留
資格には、就労などに制限がなく、安定し
た生活基盤を日本で築いている人が多く、
帰国目的が明確にないと帰国のタイミング
を逸しやすい。さらに子の成長と共に教育
問題も生じ、帰国しにくくなる。 
また、来日アフリカ人には 20 歳代の若年
層で母国を離れて来日している人も多く、
母国での就労環境に適応しにくい場合があ
ったり、滞日生活が長いと母国のライフス
タイルや人間関係・家族関係に不適応を起
こしてしまう場合もある。 
しかし、在留ガーナ人男性のうち 25％は
既に 50 歳以上である。子の独立や本人の退
職・高齢化を契機に、今後の帰国/移住の状
況は変化するものと思われる。 

 

４）統計資料、研究会など 

現地大使館などでは、在留日本人等に関
するデータや情報の収集を行った。新たな
移住者もいるものの、日本に帰国したり第
三国へ移動したりする人・世帯も少なくな
い。結果的に、データを確認し始めた 2000
年代半ば以降、日本人配偶者のいる世帯数
はほぼ一定で推移している。 
日本の外国人関連の統計資料の整理、分
析を、なるべく経年で収集整理した。滞在
の長期化に伴い、年齢層が高齢化している
こと、車ビジネスなどの経営者がパキスタ
ン人などと比べると少なく、在留者数が大
幅に増えてはいないこと、ガーナ人の場合、
居住地は 75％が首都圏４都県（東京、神奈
川、千葉、埼玉）であり、大阪と愛知を加
えると 86％が都市部に生活しており、在留
者 100人未満の国を除くともっとも都市へ
の集住が著しい国であること、等々の特徴
がみられる。 

 



関連する地域研究、移民研究、社会科学
系学会に参加し、情報交換を行った。また、
アフリカ関連の研究者や在日ガーナ人研究
者と勉強会を開き、近年の動向や生活環境
などについて情報交換を行った。本研究の
報告を行い、結果や考察に対するアドバイ
スを受け、今後の研究計画を立案した。 
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